
JP 2010-16058 A 2010.1.21

10

(57)【要約】
【課題】安定で均一なビーム形状と強度をもち、干渉性
が低く、小型で高効率なレーザ光源装置を提供する。
【解決手段】横マルチモードの光を出射する励起光源１
と、共振器を構成し、少なくとも一部から異なる波長の
光を外部に出力する共振器ミラー５，８，１２と、励起
光源１から出射される横マルチモードパターンの光で励
起されるレーザ媒質６と、レーザ媒質６での発振により
得られる横マルチモードの線状の基本波が照射されて、
線状の変換波を出力する波長変換素子１０と、を含む。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　横マルチモードの光を出射する励起光源と、
　共振器を構成し、少なくとも一部から異なる波長の光を外部に出力する共振器ミラーと
、
　前記共振器内に配置され、前記励起光源から出射される横マルチモードパターンの光で
励起されるレーザ媒質と、
　前記共振器内に配置され、前記レーザ媒質での発振により得られる横マルチモードの線
状の基本波が照射されて、線状の変換波を出力する波長変換素子と、を含む
　レーザ光源装置。
【請求項２】
　前記共振器ミラーのいずれか又は前記共振器内に設けられる折り返し反射部が、前記基
本波の一部を透過する構成とされ、
　前記基本波と前記変換波が同時に出力される請求項１記載のレーザ光源装置。
【請求項３】
　前記基本波と前記変換波とが、同一方向に出力される請求項１記載のレーザ光源装置。
【請求項４】
　前記波長変換素子から共振光路に沿って両側に変換波が出射され、
　前記出射された２本の変換波のうち一方が前記共振器の外部に取り出され、共振器外反
射部により前記波長変換素子に戻される構成とされ、
　前記共振器外反射部により戻された変換波は、前記波長変換素子で発生する他方の変換
波及び基本波とともに、外部に出力される請求項１記載のレーザ光源装置。
【請求項５】
　前記波長変換素子が、擬似位相整合を利用した波長変換素子である請求項１記載のレー
ザ光源装置。
【請求項６】
　前記レーザ光源装置が連続発振である請求項１記載のレーザ光源装置。
【請求項７】
　前記レーザ光源装置に、パルス生成機構を設け、出力光をパルス発振する請求項１記載
のレーザ光源装置。
【請求項８】
　前記パルス生成機構として、前記共振器内にＱスイッチ作用を発現するＱスイッチ素子
又は過飽和吸収体を設ける請求項７記載のレーザ光源装置。
【請求項９】
　前記共振器ミラーの共振光路に構成される共振器内に、前記線状の基本波と前記線状の
変換波を照射することによって前記基本波と前記変換波による波長変換波を出力する波長
変換素子を更に備える請求項１記載のレーザ光源装置。
【請求項１０】
　前記線状の基本波と前記線状の変換波を照射する波長変換素子において、和周波による
波長変換波を出力する請求項９記載のレーザ光源装置。
【請求項１１】
　横マルチモードの光を出射する励起光源と、共振器を構成し、少なくとも一部から異な
る波長の光を前記共振器外に出力する共振器ミラーと、前記共振器内に配置され、前記励
起光源から出射される横マルチモードパターンの光で励起されるレーザ媒質と、前記共振
器内に配置され、前記レーザ媒質での発振により得られる横マルチモードの線状の基本波
が照射されて、線状の変換波を出力する波長変換素子と、を備えるレーザ光源装置と、
　前記レーザ光源装置からのレーザ光を照射する物質が載置される載置台と、を備える
　レーザ照射装置。
【請求項１２】
　前記レーザ光源装置の前記共振器ミラーのいずれかにおいて基本波が一部透過されるこ
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とによって、前記レーザ光源装置から線状の基本波及び線状の変換波が出力され、
　前記線状の基本波及び線状の変換波が前記物質の表面に照射される請求項１１記載のレ
ーザ照射装置。
【請求項１３】
　前記レーザ光源装置と前記物質が載置される載置台が、前記レーザ光源装置から出力さ
れる線状の出力光の短軸方向に相対的に移動して、前記物質に対する照射がなされる請求
項１１記載のレーザ照射装置。
【請求項１４】
　前記レーザ光源装置の前記共振器内に、Ｑスイッチ作用を発現するＱスイッチ素子を備
え、前記Ｑスイッチ素子のＱスイッチ作用によって出力光をパルス発振する請求項１１記
載のレーザ照射装置。
【請求項１５】
　前記レーザ光源装置の前記共振器内に、前記線状の基本波と前記線状の変換波を照射す
ることによって前記基本波と前記変換波による波長変換波を出力する波長変換素子を更に
備える請求項１３記載のレーザ照射装置。
【請求項１６】
　前記レーザ光源装置は、前記物質の上方に配置される請求項１１記載のレーザ照射装置
。
【請求項１７】
　前記レーザ光源装置を複数個備え、
　前記複数個の前記レーザ光源装置からの出力光が、前記物質の同一の領域に重ね合わせ
て同時に照射される請求項１１記載のレーザ照射装置。
【請求項１８】
　複数個の前記レーザ光源装置が並置され、
　前記複数個の各レーザ光源装置からの出力光が、前記物質の対応する複数の領域にそれ
ぞれ照射される請求項１１記載のレーザ照射装置。
【請求項１９】
　横マルチモードの光を出射する励起光源と、共振器を構成する共振器ミラーと、前記共
振器内に配置され、前記励起光源から出射される横マルチモードパターンの光で励起され
るレーザ媒質と、前記共振器内に配置され、前記レーザ媒質での発振により得られる横マ
ルチモードの線状の基本波が照射されて、線状の変換波を出力する波長変換素子と、を備
えるレーザ光源装置と、
　前記共振器外に出力されたレーザ光を照射する物質が載置される載置台と、を備える
　レーザ照射装置。
【請求項２０】
　横マルチモードの光を出射する励起光源と、
　共振器を構成する共振器ミラーと、
　前記励起光源から出射される横マルチモードパターンの光で励起されるレーザ媒質と、
　前記レーザ媒質での発振により得られる横マルチモードの線状の基本波が照射されて、
線状の変換波を出力する波長変換素子と、
　出力光をパルス発振するパルス生成機構と、を含む
　レーザ光源装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、横マルチモードの光を出力するレーザ光源装置及びこれを用いたレーザ照射
装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、非晶質（アモルファス）シリコン薄膜にレーザを照射して多結晶シリコン薄膜に
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変化させるレーザアニール技術が注目されている。これは、物質を改質又は加工（穴あけ
、切断、溶接など）するとか、或いは物質を露光（リソグラフィー）するといったレーザ
プロセスのうち、改質プロセスの一つである。この技術は、特に液晶ディスプレイデバイ
スや有機エレクトロルミネッセンスディスプレイデバイスにおける薄膜トランジスタ（Ｔ
ＦＴ）の製造工程に利用できる。また、ラインセンサ等の光センサや高性能な薄膜太陽電
池といった光起電力発電素子、あるいは半導体膜を使ったメモリＬＳＩ等の半導体集積回
路のような半導体装置の製造工程にも利用できる。特に、基板上にレーザアニールする低
温プロセスで多結晶シリコンや微結晶シリコンの薄膜を作製する場合、低温プロセスによ
るプロセスや基板構成の自由度を得ながらアモルファスシリコン薄膜より電子移動度を高
くすることができる。すなわち高速応答性を実現することができることが知られている。
また太陽電池などの光吸収のある素子では、多結晶シリコンや微結晶シリコンを用いるこ
とによって光の利用効率を最大に上げることができる。例えばアモルファスシリコン薄膜
とマイクロ結晶シリコン薄膜とのタンデム型構造太陽電池にすることにより短波長の太陽
光を効率よく吸収し全体効率を上げるのに適している（非特許文献１参照）。
　またレーザアニール技術を利用する場合は、安価な大型のガラス、プラスチック等の基
板の上に、基板を高温加熱することなく微結晶または多結晶粒を作製できるので、低コス
ト化と高性能化を図ることができる。
【０００３】
　このようなレーザアニール装置においては、従来、ガスレーザ、パルス光である平均１
００Ｗ以上の高出力なエキシマレーザが用いられてきた。あるいはほぼ基本ガウシアンビ
ームをもつ固体レーザ、また比較的小型な半導体レーザが研究開発されている。しかしな
がら、エキシマレーザアニーリング（ＥＬＡ）は頻繁なガス交換やチューブ交換、取り出
し窓クリーニングなどの定期メンテナンスが必要である。その上、パルス出力のばらつき
によってアニール後の結晶粒径が小粒でばらつきやすく、その結果、得られる多結晶膜の
移動度が小さくなってしまう。これは、レーザの平均出力変動に対して、一つひとつのパ
ルス光強度の変動が大きいためであり、結果として平均出力変動に対してプロセスマージ
ンが小さいという問題が知られている。また、シリコン薄膜が紫外光に対し大きな吸収係
数をもつことにより、シリコン薄膜の表面近傍のみで紫外光が吸収され、ガラス基板側に
残されたシリコン微結晶を核として多結晶化することも理由の一つと考えられている（非
特許文献２参照）。
【０００４】
　これに対して、固体レーザ、特に第２高調波を使ったグリーンレーザを使用すると、ガ
スレーザのような定期メンテナンスが必要ないという利点がある。また、照射波長の違い
によりシリコン薄膜での吸収係数が異なるため、紫外光より波長の長いグリーン光ではよ
り薄膜の奥まで届いて非晶質シリコンの膜全体を加熱したり溶融したりすることができる
。これにより、成長する結晶粒を大きくすることができて、移動度等の特性の向上を図る
こともできる（非特許文献２参照）。
【０００５】
　更に、固体レーザを用いて、第２高調波だけでなく、レーザ共振器で発振している基本
波も一部共振器から透過させることが提案されている。これによって、吸収係数の小さな
基本波でアモルファスシリコン薄膜を深い部分まで同時に温め、吸収係数の大きな第２高
調波は表面でアモルファスシリコン薄膜を溶融するといったこともできる（特許文献１参
照。）。
【０００６】
【非特許文献１】応用物理　Vol.76, No.6, 619 (2007)
【特許文献１】特開２００３－３４７２３７号公報
【非特許文献２】レーザ学会誌『レーザ研究』Vol.34, No.10, 693 (2006)
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
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　上記特許文献１に開示の方法では、固体レーザを用いているものであるが、ほぼ基本ガ
ウシアンビームをもつ固体レーザではアニール等のプロセスに適した線状ビームに変換す
る必要がある。しかしながら、レーザビームのＭ２値が小さく干渉性が高いため、ホモジ
ナイザで均一化すると干渉縞による空間的強度変調が発生しやすい。またこの空間的強度
変調が時間的にも変動して、出力のノイズになり易いという問題がある。このように、基
本ガウシアンビームをもつ固体レーザでは、そのコヒーレンシーの高さゆえ、干渉縞の発
生しにくい光学系を用いることが必要であり、そのため光路が長くなる、設計自由度が制
限されるなど光学系への制限がある。（非特許文献２参照）
【０００８】
　また、レーザ共振器から基本波と第２高調波を取り出す場合、レーザ光のコヒーレンシ
ーの高さから基本波と第２高調波との間でも位相関係が生じやすく、空間的、時間的強度
変調ノイズが生じやすい。さらに基本波と第２高調波を両方利用する場合には、波長変換
効率が基本波パワー密度に比例し、波長変換の出力が一般的に基本波出力に対し非線形な
ため、基本波のビーム中心部ほど変換効率が高く、波長変換後のビーム径は基本波のビー
ム径より実効的に小さくなってしまう。また、ガウシアンビームの特徴として集光するビ
ームは短波長ほどビーム径が小さくなる。その結果、単純に線状ビームに変換するとその
長手方向に第２高調波の方が小さくなってしまい、シリコン薄膜へ照射する場合、長手方
向へのプロセス均一性を保つための煩雑な光学設計が必要となるという課題がある。さら
に、大型基板へのレーザアニールを行う場合は、高出力であるほどスループットが高く低
コストになるが、出力が数Ｗクラスの第２高調波固体レーザでも装置が大型であり、レー
ザアニールする基板への上方設置や並列化が難しいという問題がある。
【０００９】
　以上の問題に鑑みて、本発明は、安定で均一なビーム形状と強度をもち、干渉性が低く
、小型で高効率なレーザ光源装置とこれを用いたレーザ照射装置を提供することを目的と
する。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記課題を解決するため、本発明によるレーザ光源装置は、横マルチモードの光を出射
する励起光源と、共振器を構成し、少なくとも一部から異なる波長の光を外部に出力する
共振器ミラーと、共振器内に配置され、励起光源から出射される横マルチモードパターン
の光で励起されるレーザ媒質と、共振器内に配置され、レーザ媒質での発振により得られ
る横マルチモードの線状の基本波が照射されて、線状の変換波を出力する波長変換素子と
、を含む構成とする。
【００１１】
　また、本発明によるレーザ照射装置は、横マルチモードの光を出射する励起光源と、共
振器を構成し、少なくとも一部から異なる波長の光を前記共振器外に出力する共振器ミラ
ーと、共振器内に配置され、励起光源から出射される横マルチモードパターンの光で励起
されるレーザ媒質と、共振器内に配置され、レーザ媒質での発振により得られる横マルチ
モードの線状の基本波が照射されて、線状の変換波を出力する波長変換素子と、を備える
レーザ光源装置と、共振器外に出力されたレーザ光を照射する物質が載置される載置台と
、を備える構成とする。
【００１２】
　上述したように、本発明のレーザ光源装置及びこれを用いたレーザ照射装置においては
、横マルチモードのパターンの光でレーザ媒質を励起して、レーザ媒質での発振により得
られる横マルチモードの線状の基本波を波長変換素子に照射する。そして、波長変換素子
において変換されて得られる線状の変換波を出力する構成とするものである。このような
構成として、異なる波長の光、例えば基本波と変換波、又は第２高調波と第３高調波等の
異なる波長の光を、共振器ミラーのいずれか又は共振器内に設ける折り返し反射部で透過
させ、外部に出力させることができる。
【００１３】
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　このような構成とする場合、得られる出力光は、横マルチモードのパターンの光でレー
ザ媒質を励起して得られる横マルチモード光であるため、干渉性が極めて低く、干渉縞に
よる空間的強度変調が発生しにくい。また、横マルチモード間の重なりが小さいためモー
ド間の和周波発生を通じた非線形結合が大変小さく、このような空間的強度変調が時間的
に変動して出力のノイズになることも回避ないしは十分に抑制できる。また横マルチモー
ドにより安定性および低干渉性による均一性が得られるため、安定化・均一化のための追
加の光学部品が不要で複雑な構成とすることなく、レーザ光源装置の構成をシンプルで小
さくすることができる。さらに、干渉縞を抑えるための複雑な光学系を必要とせず、レー
ザ照射装置の小型化を図ることができる。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、安定で均一なビーム形状と強度をもち、干渉性が低く、小型で高効率
なレーザ光源装置とこれを用いたレーザ照射装置を実現できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　以下本発明を実施するための最良の形態の例を説明するが、本発明は以下の例に限定さ
れるものではない。
〔１〕第１の実施の形態
　図１及び図２は、本発明の第１の実施の形態に係るレーザ光源装置の概略構成を示す図
である。本発明のレーザ光源装置においては、線状の横マルチモードの光を取り扱うもの
であり、その長手方向をＹ方向、短軸方向をＺ方向、光の進行方向をＸ方向として示す。
図１Ａ及び図２ＡにおいてはＸ－Ｙ平面の構成図、図１Ｂ及び図２ＢにおいてはＸ－Ｚ平
面の構成図を示す。
【００１６】
　図１及び図２に示すように、このレーザ光源装置１００には、レーザダイオードアレイ
等の横マルチモードの励起光を出力する励起光源１と、その出射光路上にコリメーター光
学系２及び３、集光レンズ４が配置される。さらに、共振器ミラーとしての反射膜５、レ
ーザ媒質６、共振光路を折り返すための反射部８が配置される。そしてこの折り返し用の
反射部８の反射光路上に波長変換素子１０、波長選択膜１１を有する共振器ミラー１２が
配置される。共振器ミラー５、反射部８及び１２の光路によって、共振器３０が構成され
る。
【００１７】
　この場合、レーザダイオード等の励起光源１から出射された横マルチモードパターンの
光は、コリメーター光学系２及び３、集光レンズ４により適切なビーム形状とされる。ま
た図示しないが必要に応じて１／４波長板等により例えば矢印ｐ１～ｐ３で示すように波
長変換される方位に従った適切な偏光方向とされる。そして横マルチモードパターンの光
でレーザ媒質６が励起され、それによって複数の共振器ミラー５、１２で構成される共振
器３０内で横マルチモードの線状の基本波が発振する。この基本波が波長変換素子１０に
照射されることによって第２高調波などの線状の変換波Ｌ２が発生する。
【００１８】
　なお、本発明において線状の基本波とは、横長の楕円形のビーム形状を有する基本波で
あることを指し、例えば長軸と短軸との比（アスペクト）が１０程度以上と比較的高い楕
円状のビーム形状の光とする。図１Ａ及び図２Ａに示す横マルチモードパターンの光の長
手方向及び励起光の進行方向に沿う断面では、ビームＢの断面形状は横マルチモードのな
だらかな形状となる。一方、図１Ｂ及び図２Ｂに示す横マルチモードパターンの光の短軸
方向及び励起光の進行方向に沿う断面では、ビームＢの断面形状はほぼガウシアン形状平
面では、ビームＢのスポット形状はほぼ円形となる。
【００１９】
　本発明のレーザ光源装置１００におけるレーザ媒質６及び波長変換素子１０に適用可能
な材料等について例示する。
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　レーザ媒質６としては、希土類添加の固体レーザ材料が用いられ、例えば、Ｎｄイオン
をイットリウム・アルミニウム・ガーネット（Ｙ３Ａｌ５Ｏ１２）にドープしたＮｄ：Ｙ
ＡＧ、Ｎｄ：ＹＶＯ４、Ｎｄ：ＧｄＶＯ４、Ｙｂ：ＹＡＧ、Ｙｂ：ＹＶＯ４等が挙げられ
る。
【００２０】
　波長変換素子１０は非線形光学結晶又は非線形光学素子より成り、例えばＳＨＧ（第２
高調波発生）、ＴＨＧ（第３高調波発生）等の波長変換に用いられ、あるいは、和周波発
生や光パラメトリック発振等に用いられる。使用材料には、ＫＴｉＯＰＯ４、β－ＢａＢ

２Ｏ４（ＢＢＯ）、ＬｉＢ３Ｏ５（ＬＢＯ）、ＬｉＴａＯ３、ＬｉＮｂＯ３、そのコング
ルーエント（一様融液）組成、そのストイキオメトリック（化学量論的）組成や、ＭｇＯ
、ＺｎＯ等の添加物を添加した材料が挙げられる。
【００２１】
　例えば、Ｃ－ＬｉＮｂＯ３、Ｃ－ＬｉＴａＯ３、Ｓ－ＬｉＮｂＯ３、Ｓ－ＬｉＴａＯ３

、ＭｇＯ：Ｃ－ＬｉＮｂＯ３、ＭｇＯ：Ｃ－ＬｉＴａＯ３、ＺｎＯ：Ｃ－ＬｉＮｂＯ３、
ＺｎＯ：Ｃ－ＬｉＴａＯ３などの結晶材料を用いることができる。また、ＭｇＯ：Ｓ－Ｌ
ｉＮｂＯ３、ＭｇＯ：Ｓ－ＬｉＴａＯ３、ＺｎＯ：Ｓ－ＬｉＮｂＯ３、ＺｎＯ：Ｓ－Ｌｉ
ＴａＯ３などの結晶材料を用いることもできる。
　また、それらに分極反転処理を施したＰＰ－Ｃ－ＬｉＮｂＯ３、ＰＰ－Ｃ－ＬｉＴａＯ

３、ＰＰ－Ｓ－ＬｉＮｂＯ３（ＰＰＳＬＮ）、ＰＰ－Ｓ－ＬｉＴａＯ３（ＰＰＳＬＴ）、
ＰＰ－ＭｇＯ：Ｃ－ＬｉＮｂＯ３、ＰＰ－ＭｇＯ：Ｃ－ＬｉＴａＯ３等の結晶素子が利用
可能である。また、ＰＰ－ＺｎＯ：Ｃ－ＬｉＮｂＯ３、ＰＰ－ＺｎＯ：Ｃ－ＬｉＴａＯ３

、ＰＰ－ＭｇＯ：Ｓ－ＬｉＮｂＯ３、ＰＰ－ＭｇＯ：Ｓ－ＬｉＴａＯ３、ＰＰ－ＺｎＯ：
Ｓ－ＬｉＮｂＯ３、ＰＰ－ＺｎＯ：Ｓ－ＬｉＴａＯ３、ＰＰ－ＫＴｉＯＰＯ４等の結晶素
子も利用可能である。なおここで、「Ｃ」は「congruent（一様融液）組成」、「Ｓ」は
「Stoichiometric（化学量論的）組成」、「ＰＰ」は「Periodical Poling（周期分極反
転）」を意味する。
【００２２】
　周期分極反転構造を有する非線形光学結晶は、従来の非線形光学結晶に比べて非線形光
学定数が大きく、高い変換効率が得られるとともに、ウエハープロセス技術による大量生
産が可能であるため、低コスト化に有利である。特に、周期分極反転構造を形成する非線
形光学材料として、気相平衡法処理（ＶＴＥ：Vapor Transport Equilibration）等によ
り得られた化学量論組成周期分極反転タンタル酸リチウム（ＰＰＳＬＴ）を用いる場合は
、フォトリフラクティブ耐性がコングルーエント組成に比べて改善される。このため長期
信頼性に優れており、変換効率が高いデバイスが得られるので、数ワット以上の高出力光
（第２高調波光等）を安定に得ることができる。
【００２３】
　このような非線形光学結晶又は非線形光学素子を用いた波長変換素子１０を共振器３０
中に配置することによって、共振器３０の内部に閉じ込められる発振光の高いパワー密度
をも利用することができて、高効率での波長変換が可能である。また、非線形光学結晶又
は非線形光学素子を共振器３０の外部に置くと高効率変換にはパルス発振が必要となるが
、共振器３０の内部に配置する場合には、連続発振でも高効率変換が可能である。
【００２４】
　ここで、図１及び図２に示す例では、共振器３０を構成する共振器ミラー５及び１２の
間に、光路折り返し用の凹面ミラー等より成る反射部８を配置するものである。このよう
に共振光路を折り返す構成とすることで、レーザ光源装置１００の小型化を図ることがで
きる。
【００２５】
　そして更に、横マルチモードの線状の基本波の長手方向を、共振器３０内に設ける反射
部８の入射面、すなわち入射光線と反射光線を含む折り返し光路により構成される平面に
対し、略垂直となるように配置構成する例である。
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【００２６】
　横マルチモード等の線状の基本波を用いるレーザ光源装置において、小型化等を目的と
して共振器３０内に反射部８を設ける場合、基本波の長手方向が反射部８の入射面に沿う
方向に配置すると、線状ビームの長手方向に対して空間的な対称性が損なわれる。このた
め、出力光の均一性及び安定性の向上を図り難い。
　これに対し、上述したように基本波の長手方向を反射部８による折り返し光路の平面内
と略垂直な方向とすることによって、基本波の長手方向に関しては、空間的な対称性を保
つことができる。したがって、波長変換素子１０において変換される変換波においても長
手方向に関して空間的な対称性を保つことができるので、非対称化、不均一化を抑制し、
結果的に出力光の均一化及び安定化を図ることが可能となる。
【００２７】
　このような構成とする図１及び図２に示すレーザ光源装置１００において、共振器ミラ
ー５または１２、或いは折り返し用の反射部８を変換波に対して高透過率であるように波
長選択膜等を施して構成すると、変換波が外部に矢印Ｌ２で示すように出力される。この
変換波は横マルチモードパターンの光であるので、干渉性が低いビームであり、図示しな
いインテグレーター光学系により容易にトップハット形状化、すなわち長手方向に略均一
な強度分布のビームとすることができる。したがって、この変換波をアニール用の光源と
して使用することにより、強度の空間的及び時間的なばらつきの少ないアニールを行うこ
とができる。例えばＴＦＴのシリコン多結晶化または微結晶化工程で利用する場合は、レ
ーザビーム強度がビーム内で均一になることによって、Ｓｉ基板の結晶粒サイズのばらつ
きが抑えられ、移動度の高いＴＦＴ薄膜を得ることが可能である。
【００２８】
　またこのレーザ光源装置から得られる出力光は横マルチモードなので、一般的に知られ
ている、内部共振型波長変換装置におけるモード間非線形結合によるモード競合の問題を
、横モード間のモード形状の重なりの低さによって回避することができる。このため、モ
ード競合の問題を他の方法、例えば、共振器長を長くするとか、１／４波長板や複屈折フ
ィルタなどの波長選択素子を用いる等の方法によって解決する必要が本質的に生じない。
したがって、大型化及び複雑化することなく、ノイズが抑制され且つ出力の安定なレーザ
光源装置を実現できるという利点を有する。
【００２９】
　そして本実施の形態のレーザ光源装置１００において、共振器ミラー１２を、基本波を
若干、例えば０．５％から１％程度透過するように反射率を下げることが望ましい。この
ように反射率を設定することによって、共振器３０内で共振している大きなパワーの一部
が共振器３０の外部に取り出される。これにより、変換波に加えて基本波も矢印Ｌ１で示
すように外部に出力され、例えば上述したアニール光源として使用することができる。共
振器３０内の基本波パワーは変換波に比べ通常何桁も高いので、基本波パワーを一部取り
出すことによる共振器損失としては十分小さく、ある程度出力は減少するものの変換波も
十分に取り出すことができる。したがって、基本波に対する適切な透過率を選べば、基本
波と変換波を適切な比率で取り出すことができる。
【００３０】
　なお、図１に示す例では、凹面ミラーより成る折り返し用の反射部８を、変換波に対し
て高透過で且つ基本波に対して高反射として、波長変換素子１０から出射される変換波を
この反射部８を通して外部に出力する構成とする。一方、波長変換素子１０に近い共振器
ミラー１２のこの場合波長選択膜１１は、変換波に対して高反射で且つ基本波に対して一
部透過するように構成することにより、基本波を変換波とは逆の方向に出力する構成とす
る。このように構成して、逆方向に２つの波長の光を取り出すことができる。
【００３１】
　一方、図２に示す例では、同一の方向に異なる波長の光、この場合基本波及び変換波を
出力する構成とする例を示す。図２に示すように、励起光源１から入射する共振器ミラー
５と折り返し用の反射部８を共に基本波に対して高反射とする。また、波長変換素子１０



(9) JP 2010-16058 A 2010.1.21

10

20

30

40

50

に近い共振器ミラー１２、この場合波長選択膜１１を、変換波に対して高透過で且つ基本
波に対して一部透過するように構成する。この場合は、同一の共振器ミラー１２から２つ
の波長の光を矢印Ｌ１及びＬ２で示すように取り出すことができる。
【００３２】
　特に、波長変換素子１０として非臨界位相整合や、周期分極反転等による擬似位相整合
により波長変換する結晶を用いる場合、基本波と変換波のエネルギー伝搬方向が異なるこ
とがないという利点を有する。すなわち、複屈折を使った通常の臨界位相整合による波長
変換素子を用いる場合は、ウォークオフの作用により基本波と変換波のエネルギー伝搬方
向が異なってしまう。しかし上述した擬似位相整合により波長変換する結晶を用いる場合
は、基本波と変換波との光軸ずれを補正する光学系を設ける必要がなく、同軸で２波長の
光を利用することが可能である。これはレーザアニール光源として２波長を利用する際に
光学系の設計が容易となるので、極めて有利となる。また長い結晶長を持つ波長変換結晶
にするほど高い変換効率が得られる。
【００３３】
　図２に示す例のように、基本波と変換波を同一方向に出力する場合、以下の効果が得ら
れる。すなわち、このように異なる波長の光を同一方向に出力する場合、波長変換前後で
ビーム径が異なる。このため、短軸方向に集光した基本波と変換波を重ね合わせたビーム
の平面形状は、図３Ａに模式的に示すように、基本波のビームＢ１の短軸方向の中央部に
変換波のビームＢ２が含まれるパターンとなる。なお、図３Ａにおいては基本波と変換波
のビーム形状を長方形に近い形状として示すが、これは長軸方向に対するインテグレータ
ーなどの光学系で容易に実現することができる。
【００３４】
　これについて詳しく説明すると、一般的に波長変換の効率は、基本波のパワー密度に比
例する。したがって、基本波がガウシアンモードである線状ビームの短軸方向では、基本
波のビーム中心で一番変換効率が高く、周辺に行くにしたがってガウシアン形状に沿って
変換効率が低下するため、変換波のビーム短軸方向には、実効的にビーム径が小さくなる
。さらに、波長により回折限界ビーム径が異なることから、長波長の光と短波長の光とで
ビームプロファイルが異なり、短波長の光のビームプロファイルが長波長の光のビームプ
ロファイルに含まれる形となる。一方で本実施の形態においては長軸方向には横マルチモ
ードの波長変換であるので、基本波のビームプロファイルはガウシアン形状に比べるとト
ップハット形状に近いなだらかな形状で、変換効率の分布もトップハットに近いなだらか
な形状である。
【００３５】
　さらに、基本波減衰もトップハット形状に近いので、結果として第２高調波などの変換
波のビームプロファイルは基本波と同等サイズのトップハット形状に近い形になり易い。
このように、横マルチモードを用いた基本波と変換波の長軸ビーム径はあまり変わらずほ
ぼ同じ基本波・変換波プロファイル形状をもつ。したがって、図３Ａに示すビームパター
ンとなる。
【００３６】
　この基本波と変換波とを合波したビームを矢印ｍで示すように短軸方向に位置Ｐに対し
て相対的に移動させるとする。このとき、図３Ｂに示すように、位置Ｐでの時間を横軸に
とると、基本波の強度変化ＩＢ１と変換波の強度変化ＩＢ２とにずれが生じる。つまり、
基本波と変換波を合波し、短軸方向に集光した横マルチモードの線状ビームを短軸方向に
移動することにより、基板に対しては同時照射であるにもかかわらず、位置Ｐでは基本波
と変換波を時間遅延照射することができる。
【００３７】
　このように、本実施の形態のレーザ光源装置によれば、基本波と変換波とを合波した線
状ビームを線状方向（長手方向）と垂直な方向に、照射対象である物質に対してスキャン
することによって、均一なレーザアニールなどのプロセスを実現することができる。また
、短軸方向は基本波の方が変換波よりもビーム径が大きいので、Ｓｉなどの基板を予備加
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熱したり、徐冷したりする効果を発揮することができる。なお、この効果は、本発明によ
るレーザ光源装置の低干渉性を利用して、フライアイレンズなどのインテグレーターで均
一なトップハット形状にした後についても同じである。
【００３８】
　すなわち、本発明によれば、同時照射であるにもかかわらず、光路差を設ける等の複雑
な光学系とすることなく、異なる波長の光を時間的にずらして照射する時間遅延照射を行
うことが可能となる。したがって、本実施の形態のレーザ光源装置において、出力する光
の波長を適切に選定し、且つ、半導体基板等の物質に対する出力光の相対的な移動方向を
選定することにより、異なる波長の光を所望の時間差をもって照射することが容易に可能
となる。
【００３９】
　また本実施の形態のレーザ光源装置においては、上述したように横マルチモードパター
ンの線状ビームであるので、干渉性が低いという効果がある。したがってこの低コヒーレ
ンス性により、基本波と変換波の複数を同軸で伝搬させたとしても、基本波同士、変換波
同士の干渉が生じにくいという利点に加えて、互いに位相関係が生じにくく、強度変化ノ
イズやビームプロファイル変化が生じにくいという特長が得られる。
【００４０】
　すなわち、一般的なコヒーレンスの高い光の場合、異なる波長の光を合波すると、図４
Ａ及びＢに示すように周期的な強めあい、弱めあいが生じ得る。図４Ａでは、ある点にお
いては位相がそろっている状態、図４Ｂは位相がずれている場合の一例を示す。この場合
、最大振幅としては図４Ｂに示すような場合である。
　このようにコヒーレンスの高い光を合波する場合、基本波と第２高調波のように波長が
倍（半分）の関係にあると、干渉ではないが位相関係によって周期的な強弱のパターンが
生じてしまう。波長毎に効果が異なるプロセスに用いる場合は問題ないが、相乗効果など
がある場合には、このような強弱のパターンが生じると、プロセスに影響が出て、例えば
薄膜トランジスタのＳｉ結晶化工程のアニール等に適用する場合は、結晶粒のばらつきを
生じ得る。
【００４１】
　これに対し、本実施の形態においては、上述したように横マルチモードパターンの光で
励起した横マルチモードの基本波、変換波を合波する構成とするので、このような二波長
間の位相関係による変動も格段に抑制することができる。つまり、本発明のレーザ光源装
置においては、横マルチモードパターンの光を用いることによって、低コヒーレンスの効
果として、インテグレーター光学系等を用いてトップハット形状の均一なビームの二波長
光を容易に得ることができるといえる。このようなトップハット形状の均一な二波長の光
は、従来の二波長レーザ、すなわち単一モードの同一光源から波長変換過程で得られる基
本波と高調波を合波して出力する二波長レーザにおいては、高コヒーレンスであるため、
得ることができない。
【００４２】
　なお、図１に示す例においては、波長変換素子１０から共振光路に沿って両側に出射す
る第２高調波などの変換波のうち、一方を折り返している。すなわち、図１に示す例では
共振器ミラー１２により折り返し反射させて、両方の変換波を合波して外部に出力してい
る。このように、両側に出力される変換波の一方を折り返して出力することで、光の利用
効率を高めることができる。
【００４３】
　このとき、干渉距離以内で変換波を合波することによって、干渉によるビーム形状の変
化やノイズの増加が問題となる可能性がある。その場合には、一旦変換波の片方を共振器
外に取り出して、外部に配置した他の凹面ミラー等の反射部、すなわち共振器外反射部に
よって時間干渉距離（時間コヒーレンス長）以上の距離を伝搬させてから共振器内に戻す
とよい。このように時間干渉距離以上の距離を伝搬させてから、もう片方の変換波と重ね
て同一方向に取り出すことにより、干渉によるビーム形状の変化やノイズの増加を抑える
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ことができる。あるいは図２の場合、後述のように反射部８で変換波が高透過で透過する
ことにより失うはずだった変換波を再利用することができる。
【００４４】
　図５Ａ及びＢは、このように共振器外反射部を設ける実施の形態の概略平面構成図であ
り、図１に示す例と同様に、基本波と変換波を異なる方向に出力する場合を示す。図５に
おいて、図１と対応する部分には、同一符号を付して重複説明を省略する。図５において
は、波長変換素子１０に近い共振器ミラー１２を変換波に対して高反射とする代わりに高
透過とする。そしてこのレーザ光源装置１００における時間コヒーレンス長以上の距離だ
け離間した位置に、凹面ミラー等より成る共振器外反射部１３を設ける。そしてこの共振
器外反射部１３においては、基本波は高透過で変換波は高反射となるように構成する。こ
のような構成とすることで、波長変換素子１０において、折り返し用の反射部８に向かっ
て発生する変換波と合波させることができる。また共振器外反射部１３として凹面ミラー
を用いることで、二つの変換波を同程度のビーム形状とウエスト位置をもたせることがで
きる。
【００４５】
　一方、図６においては、図２に示す例と同様に、基本波と変換波を同一の方向に出力す
る場合を示す。図６において、図２Ｂと対応する部分には、同一符号を付して重複説明を
省略する。図６に示すように、この例では、凹面ミラーより成る折り返し用の反射部８を
変換波に対して高透過とし、その外側に凹面ミラー等より成る共振器外反射部１８を設け
て変換波に対して高反射になるように構成する。この場合、波長変換素子１０から反射部
８に向かって発生する変換波は、一旦共振器３０の外部に取り出され、共振器外反射部１
８により反射されて共振器３０内に戻され、波長変換素子１０に再度入射される。そして
波長変換素子１０において逆向きに、すなわち共振器ミラー１２側に発生する変換波と合
波され、且つこの共振器ミラー１２から外部に、基本波と同一方向に出力される。
【００４６】
　なお、図６に示すように、この共振器外反射部１８は、共振器３０の外部に、変換波に
対して高反射となる凹面ミラー等を配置して構成してもよい。また、図７に示すように、
共振器３０内の反射部２８の裏面を凸面形状にして、変換波に対して高反射になるように
構成してもよい。
【００４７】
　なお、より干渉を効果的に抑えるためには、変換波の２つのビームを空間的に少しずら
して合波することが望ましい。すなわち凹面ミラー等の共振器外反射部を光軸からずらす
などにより、空間的干渉距離以上ずらして合波すればよい。その他共振器外反射部として
は、２つの平面ミラーやプリズム等を用いることができる。
　一般的に高調波の干渉が十分低減し、安定した出力を得るために必要な空間的ずらし量
は、レーザ光の縦横モード数をはじめレーザのもつ特性、また変換波の用途、すなわち適
用する光学装置の種類によって異なってくる。一般的には、２つの変換波ビームの光軸を
合わせて干渉させた状態に対し、光軸を互いにずらして重ね合わせて発生する干渉縞のビ
ジビリティ（干渉縞コントラスト）が１／ｅ２程度に低減したときのビームずらし量以上
であればよい。すなわち、空間干渉距離（空間コヒーレンス長）以上であればよいといえ
る。
【００４８】
　上述の構成とすることによって、共振器外に配置したミラー１枚によって、波長変換素
子において発生した２方向の変換波と、基本波の３ビームを一つのミラーからシンプルな
レイアウトによって高効率に、ほぼ同軸に取り出すことができる。
【００４９】
　本実施の形態における基本波と変換波の波長は、レーザ結晶とその励起波長、および波
長変換に関わる非線形光学プロセスで決まる。例えば、レーザ結晶としてＮｄ：ＹＶＯ４

結晶、励起波長として８０８ｎｍ付近を選べば、基本波の波長はおよそ１０６４ｎｍを選
ぶことができる。また、この場合非線形光学プロセスとして第２高調波発生を選べば、変
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換波の波長はおよそ５３２ｎｍとなる。これは、現在数Ｗ以上の半導体レーザ出力の得ら
れている波長よりも短い。
【００５０】
　一般に物質の吸収は、吸収端に向かってより短波長である方が大きい。レーザアニール
などのプロセスの対象とする材料、例えばアモルファスＳｉの吸収係数でもその例に漏れ
ない。したがって、５３２ｎｍの方が現在ある高出力半導体レーザより波長が短いため大
きく吸収され、その部分のアモルファスＳｉの温度が効果的に上昇する。もちろん、基本
波の１０６４ｎｍよりもＳｉを効果的に加熱する。一方で、１０６４ｎｍの吸収係数は小
さい代わりに結晶の深さ方向により浸透する。即ち、変換波より基板深くまで穏やかに加
熱することによって、変換波の吸収によって発生した熱量の散逸を防ぐことができる。
【００５１】
　また、一次元横マルチモードの短軸方向には基本波のビーム径の方が大きい。したがっ
て、５３２ｎｍ光を照射して温度の上昇している（線状ビーム短軸の）前後の領域および
深さ方向の領域を１０６４ｎｍ光で穏やかに加熱し、前述した予備加熱や徐冷効果に加え
て吸収により発生した熱量の散逸を防ぐことができる。これによって、効果的あるいは効
率的なレーザアニールプロセスを実現することができ、レーザアニールプロセスの均質性
、スループット向上などの効果を得ることができる。また、熱膨張の差による歪みを防ぐ
などの効果を得ることができる。
【００５２】
　なお、本発明のレーザ装置を構成するレーザ結晶、波長変換結晶、共振器構成（共振器
ミラーの枚数や配置、曲率）などは、本実施の形態の図に説明する内容に限られないこと
はいうまでもない。適切な材料と構成を用いれば、より短波長、より長波長の組合せのレ
ーザ光源を得ることができる。
【００５３】
　なお、本実施の形態においては、レーザ共振器における発振を連続発振とすることがで
きる。これによって、パルス発振であるエキシマレーザで生じるパルス間のエネルギーば
らつきの問題を回避し、時間的均一性の高いビームを得ることができる。エキシマレーザ
を用いる場合においては、エネルギーのばらつきに起因するプロセス上のばらつきを回避
するために、パルス繰り返し数を設定して平均化を図っており、この繰り返し数のために
スキャンスピードが制限されている。しかしながら本発明による場合は、このような制限
をする必要がなく、自由にスキャンスピードを選ぶことができることとなる。またレーザ
光の出力変動が少ないためＳｉの平均結晶粒径向上による移動度向上などの特性の向上に
加えて結晶粒径ばらつき低減による特性ばらつき低減も見込める。
【００５４】
〔２〕第２の実施の形態
　次に、本発明の第２の実施の形態に係るレーザ光源装置について説明する。図８Ａ及び
Ｂは第２の実施の形態に係るレーザ光源装置の概略構成図を示す。
　本実施の形態においては、第１の実施の形態におけるレーザ光源装置にＱスイッチ素子
、過飽和吸収体などのパルス生成機構を設けるか、あるいは、レーザダイオード等の励起
光源の投入電流値を直接変調する構成とする。このような構成とすることによって、共振
器からの基本波と変換波をパルス発振光として取り出すものである。図８Ａ及びＢにおい
て、図１Ａ及びＢと対応する部分には同一符号を付して重複説明を省略する。図８Ａ及び
Ｂにおいては、共振器３０内のこの場合レーザ媒質６と反射部８との間に、Ｑスイッチ素
子又はＣｒ：ＹＡＧなどの透過型過飽和吸収体より成るパルス生成機構２０を配置した例
である。このパルス生成機構としては、半導体による過飽和吸収体を反射部８や共振器ミ
ラー１２等のいずれかの反射面にとりつけても構わない。
【００５５】
　波長変換の効率は、基本波パワー密度が高い方が効率の高いことが知られている。例え
ば、基本波減衰が無視できるような低変換効率領域では、効率は基本波パワー密度に比例
して増加する。従ってパルス光のピーク値付近での変換効率は非常に高い。特に、対象と
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するレーザアニールなどのレーザプロセス工程が平均パワー密度よりもピークパワー密度
により高反応となる場合は、パルス光によるレーザアニールを行うことが望ましい。なお
、この場合はプロセスの必要とするパワー密度一定性に応じて、材料の同じ位置へのパル
ス照射回数を増やして平均化することも可能である。
【００５６】
　なお、本実施の形態において、変換波のみを外部に出力し、波長選択膜１１の基本波に
対する反射率を高く設定して構成する場合は、以下の効果が得られる。すなわち、横マル
チモードによる低コヒーレンスをもった変換波が得られるため、安定で、容易にトップハ
ット化が可能なレーザ光源装置を実現する。また、横マルチモード発振により部品点数が
少数でも安定性を実現できるので、小型なレーザ光源装置を作ることができる。そして、
部品点数が少ないため共振器中の損失が小さく高効率なレーザ光源装置を実現することが
できる。
【００５７】
　また図８に示す例においては、基本波と変換波が照射されると第３高調波などのさらな
る変換波を生じるように作られた追加の波長変換素子９を共振器３０に配置する例を示す
。本実施の形態においては、レーザ共振器３０内では、励起光によってレーザ媒質６にお
いて発光した光が共振器３０で発振して生じる基本波と、その基本波を波長変換素子１０
に照射して生じる第２高調波等の変換波は、共にパルス発振でありピークパワー密度が高
い。したがって、適切に設計されて作られた追加の波長変換素子９を配置することによっ
て、効率よくそれらの和周波である第３高調波等の変換波を発生することができる。
【００５８】
　例えば、最初の共振器内共振波長（最初の基本波）が１０６４ｎｍであれば、共振器３
０内で発生する第２高調波の波長は５３２ｎｍである。よって、最初の基本波に対する第
３高調波、すなわち最初の基本波と共振器３０内で発生する第２高調波に対する和周波の
波長は３５５ｎｍとなる。これにより、例えばレーザ媒質６にＮｄ：ＹＡＧ、Ｎｄ：ＹＶ
Ｏ４、第２高調波など最初の変換に対する波長変換素子１０にＭｇＯ－ＰＰＳＬＮ、Ｍｇ
Ｏ－ＰＰＳＬＴなどを用い、第３高調波などを生じるさらなる波長変換素子９としてＬＢ
Ｏ、ＢＢＯなどを用いる。このような構成とすることによって、基本波と最初の第２高調
波発生による変換波との和周波である第３高調波を得ることができる。波長選択膜１１は
第３高調波に対しても高透過にする。この場合、より短い波長のレーザアニール等の光源
を実現できるので、例えばＴＦＴ基板のＳｉ材料のより吸収係数の大きい波長で効果的に
結晶化を実現することができる。
【００５９】
　このとき、共振器ミラー１２に近い側から順に第３高調波発生用の波長変換素子９を配
置し、次に第２高調波発生用の波長変換素子１０を置くことが好ましい。このような構成
とすると、発生した第２高調波は、同じ向きに進行している共振器３０内の基本波と合わ
さって第３高調波を発生する。発生した第３高調波は第２高調波発生用の波長変換素子１
０には入射しないので、第２高調波発生用の波長変換素子１０に第３高調波波長における
吸収が相当量あっても構わない。すなわち、波長変換素子１０の材料選定が比較的自由に
なるとか、また波長変換素子１０の波長選択膜の設計がシンプルになる、という利点を有
する。もちろん、反射部８側に発生した第２高調波は、図示しないが図６，７において説
明したように、外部に設けた第２高調波を反射する共振器外反射部により反射される。そ
して、元々共振器ミラー１２側に発生した第２高調波と合波して、第３高調波発生用の波
長変換素子９に入射して合波してもよい。もちろん波長変換素子１０と波長変換素子９の
位置を逆にして各共振器ミラーの透過率、反射率を適切に選定し、ＳＨＧとＴＨＧを反射
部８から出力するようにしても良い。
【００６０】
　このように、本実施の形態においては、共振器内モード径の設計や波長変換結晶長、結
晶挿入位置、パルス条件、波長選択膜１１における基本波透過率などの選定によって、基
本波、第２高調波と第３高調波を適度なパワー比で出射することもできる。そしてこの場
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合も、基本波とＳＨＧだけ、あるいはＴＨＧだけなど各波長のみを用いる場合と比べ第１
の実施の形態で述べたようなＴＦＴ製造プロセスに適用した場合の基板の余熱や徐冷効果
、及び基板深さ方向への穏やかな加熱によって不要に生じた熱が逃げることを防ぐ等の効
果を得ることができる。すなわち、アモルファスＳｉの吸収は赤外から、可視光域、さら
に紫外光領域に向かって急激に増加するため、第２高調波あるいは第３高調波を５３２ｎ
ｍ、３５５ｎｍなどの波長になるように選定した際には、上述した余熱や徐冷効果等を導
入する効果が一層高まる。つまり、２波長以上を用いたプロセスとすることにより、レー
ザアニールなどのプロセスに適用した場合に結晶粒の均一化等に対して一層効果が得られ
、結果的に対象となるＴＦＴ等の特性の向上につながる。照射する光の波長や、複数波長
とする場合の各波長間の光量比率を適切に選定することにより、目的とする基板材料の初
期状態や目的とする形態に応じたプロセスとして最適化することができる。
【００６１】
　本実施の形態における波長変換素子は、上記説明では第２高調波発生と第３高調波発生
のための素子が異なる例を説明したが、もちろん同じ波長変換素子であっても構わない。
擬似位相整合を用いた波長変換素子を１つの結晶で構成する場合は、擬似位相整合のため
に構成する分極反転の周期を二種類以上とすれば、２つの波長変換プロセスを１つの素子
で実現できる。例えば、波長変換素子１０の反射部８側の前半部において、周期分極反転
構造のピッチを第２高調波発生の擬似位相整合に合わせ、これとは反対側の後半部におい
て、周期分極反転構造のピッチを第３高調波発生のための和周波発生の擬似位相整合に合
わせればよい。このような構成とすることにより、部品数の削減及び各素子の光学的な調
整の手間の削減を図ることができる。
【００６２】
　図８に示す例においては、第３高調波発生用の波長変換素子を共振器３０内に配置する
場合を示すが、図９に示すように、第３高調波発生用の波長変換素子１５を共振器３０の
外部に配置することも可能である。この例は、図１において説明した第１の実施の形態に
おける構成として基本波と第２高調波を発生し、その上で共振器３０にＱスイッチ素子や
透過型過飽和吸収体等のパルス生成機構２０を設ける。これによりパルス発振を行うこと
でピークパワー密度を高め、出射された基本波と高調波を共振器３０の外部に取り出し、
集光レンズ１４を介して第３高調波発生用の波長変換素子１５に入射する構成とする。こ
のような構成とする場合、パルスのピークパワーによる高い変換効率で、ワンパスの和周
波発生であっても比較的効率のよい変換が実現できる。
【００６３】
　またその他の変形例として、図１０に示すように、図８に示す例と同様の構成として第
２高調波及び第３高調波等の変換波を発生するものの、共振器ミラー１２において基本波
のみを別の方向に反射させる構成としてもよい。図１０において、図８Ｂと対応する部分
には同一符号を付して重複説明を省略する。そしてこの場合、共振器ミラー１２において
反射した基本波を反射型のＱスイッチ素子や過飽和吸収体より成るパルス生成機構２１に
入射させて再度共振器ミラー１２側に反射させる構成とする。この場合は、第２高調波と
第３高調波等の２種類の変換波のみを外部に取り出す構成とすることができる。
【００６４】
　更に、図８に示す例における反射部８の位置に反射型のＱスイッチ素子や過飽和吸収体
より成るパルス生成機構２１配置して基本波を反射させる構成としてもよい。そして、波
長変換素子１０及び波長変換素子９をその後に配置し、共振器ミラー１２に入射させる構
成とすることも可能である。この場合は、元々の励起光の進行方向とほぼ平行な方向に、
基本波と、第２高調波及び第３高調波等の二種類の変換波を矢印Ｌ１～Ｌ３で示すように
出力することができる。図１１に示すように、図８における共振器ミラー１２の位置にパ
ルス生成機構２１を配置して基本波を反射させ、波長変換素子１０及び波長変換素子９を
その後に配置し、共振器ミラー１２に入射させる構成も可能である。図１１において、図
８Ｂと対応する部分には同一符号を付して重複説明を省略する。
【００６５】
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　上述の図８～図１１に示す本実施の形態によれば、完全な同軸で基本波と第２高調波を
第３高調波発生用の波長変換素子に入射できるので和周波発生に好都合である。なお、図
９に示す例のように、第３高調波発生用の波長変換素子に入射する前に、レンズなどで適
切にビームを成形集光する場合は、十分な波長変換効率が得られる。この場合、この波長
変換素子の表面や内部での損傷の起きないパワー密度となるように調整することが望まし
い。
【００６６】
　更に、共振器３０内、或いは共振器３０の外部に配置する第３高調波発生用の波長変換
素子に代えて、第４高調波発生用の波長変換素子を用いても構わない。この場合は、共振
器３０内で発生した第２高調波の線状ビームを再度基本波として、その第２高調波が元々
の基本波の第４高調波として発生する。例えば、最初の共振器内共振波長（最初の基本波
）が１０６４ｎｍであれば、共振器内発生第２高調波は５３２ｎｍであるので、最初の基
本波に対する第４高調波、すなわち共振器内発生第２高調波に対する第２高調波は２６６
ｎｍとなる。
　なお、本実施の形態における二段階の波長変換を行う例においてはパルス発振とする例
を説明したが、必要な変換効率がとれれば連続発振であっても構わないことはいうまでも
ない。
【００６７】
〔３〕第３の実施の形態
　次に、本発明の第３の実施の形態に係るレーザ照射装置の各例を、図１２～図１５を参
照して説明する。各例共に、上述の第１及び第２の実施の形態において説明した各構成の
レーザ光源装置を用いることが可能であり、例えば薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）における
アモルファスＳｉなどのレーザアニール工程において適用することができる。本発明によ
るレーザ光源装置からの変換光、または変換光と基本光からなる線状のレーザビームを、
その短軸方向に走査することによって、上述したように、アニールプロセスにおいて徐冷
等の好ましい温度変化過程が可能となる。すなわちこのようにレーザプロセス装置として
用いることによって、ＴＦＴの均質性を保つと共に、性能の向上を図ることが可能となる
。
【００６８】
　図１２Ａ～Ｄは、本実施の形態に係るレーザ照射装置２００の概略構成図である。各例
共に、１つのレーザ光源装置１００を用いる例で、レーザ光を照射する対象である物質５
０を載置台６０に配置すると共に、その上方にレーザ光源装置１００を配置する。レーザ
光源装置１００と物質５０との間には、必要に応じてインテグレーターを含む球面または
非球面レンズや円筒レンズ又はそれらの組み合わせによって適切にビーム整形を行う光学
系１０４を配置してもよい。
【００６９】
　図１２Ａ及びＢにおいては、照射対象である物質５０を載置する載置台６０を固定とし
て、レーザ光源装置１００を矢印Ｍ１で示すように移動するように、図示しない移動機構
をレーザ光源装置１００に設ける例を示す。また、図１２Ｃ及びＤにおいては、逆に載置
台６０を矢印Ｍ２で示すように移動するように、載置台６０に図示しない移動機構を設け
る例を示す。図１２Ａ及びＣは、線状ビームＢの短軸方向に沿う平面図、図１２Ｂ及びＤ
は、線状ビームの長手方向に沿う平面図をそれぞれ示す。図１２においては、物質５０と
して表面にアモルファスＳｉ等の薄膜５２を形成した基板５１を用いる例を示す。
　なお、このように相対的な移動手段を設ける場合に、レーザ光照射工程においてのみレ
ーザ光源装置１００を載置台６０上に配置し、その他の工程においてはレーザ光源装置１
００が載置台６０の上方から待避する構成としてもよい。非照射時の配置構成は、基板等
の物質５０の載置台６０上への出し入れ等の作業やメンテナンス作業等において、作業性
を損なわない構成とすることが望ましい。
【００７０】
　本発明によれば、線状ビームの干渉性は低くフライアイレンズなどのインテグレーター
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などで容易に均一なトップハット形状とすることができ、したがって短軸方向にレーザ光
を走査することで、物質５０の表面に対して均一なレーザアニールをすることができる。
この結果、例えばアモルファスＳｉの多結晶化や微結晶化に用いる場合は、結晶粒の大き
さのばらつきが少なく、移動度の大きいＴＦＴを得ることができる。
【００７１】
　また本発明におけるレーザ装置は、小型で高効率なので、図１２に示すように、照射対
象となる物質５０の上方にレーザ光源を設置することが容易に可能となる。このため、図
１２Ａ及びＢに示すように、レーザ光源装置１００を移動してアニールすることもでき、
装置設計の自由度を増す。特に大型基板に対するレーザ照射を行う場合は、大型基板の移
動装置を設けると装置が更に大型化し、それにもかかわらず精密な移動機構が必要になる
という不都合がある。したがって、本発明によれば、レーザ光源装置を小型化できるので
移動機構を設けて走査することが十分可能であり、装置全体の大型化を回避できるという
効果がある。
【００７２】
　更に、本発明のレーザ光源装置は小型で高効率であるので、光源装置を複数用い、並列
化することも極めて容易となる。レーザ照射装置において、加工や改質、露光などの対象
である半導体基板等の物質に対し、その上部に並列してレーザ光源装置を配置することも
可能である。図１３にこの場合のレーザ照射装置２００の概略構成図を示す。この例にお
いては、２台のレーザ光源装置１０１及び１０２を用いて、偏光ビームスプリッタ１０３
を利用して合波する例を示す。図１３において、図１２と対応する部分には同一符号を付
して重複説明を省略する。このように、偏光ビームスプリッタ１０３でレーザ光を合波す
る場合には、片側のレーザ光源装置において、レーザ光の偏光が他のレーザ光源装置のレ
ーザ光の偏光方向と直交するように、図示しない１／２波長板などで偏光を９０度回転す
るとよい。
【００７３】
　また、図１４及び図１５に示すように、線状ビームの長軸方向にレーザ光源装置１００
ａ～１００ｃを並置してレーザ照射装置２００を構成することもできる。レーザ光源装置
１００ａ～１００ｃは同一の構成のものを用いてもよく、また目的に合わせて異なる構成
、すなわち互いに異なる２波長以上の光を出力するレーザ光源装置を組み合わせて利用す
ることも可能である。図１４及び図１５において、図１２と対応する部分には同一符号を
付して重複説明を省略する。なお、レーザ装置を並置する場合には、目的とするプロセス
によって、図１４に示すように長手方向に並べたり、図１５に示すように短軸方向に並べ
たり、適宜選定可能である。図１５に示す例では、レンズアレイ等の光学系１０５に対し
て、一部のレーザ光が偏芯する等の構成とすることにより、照射角度を適宜選定して、レ
ーザビームを物質５０上において重ね合わせる構成とすることも可能である。このように
レーザビームを重ね合わせる場合においてもスキャンスピードを速めることができるので
、重ならないように並べる場合と同様に、プロセスのスループットの向上、すなわちタク
トタイムの減少が見込める。または、レーザビームを重ね合わせる場合にはパワー密度の
向上が見込めるので、照射位置でのレーザビーム吸収による上昇温度を増加させプロセス
改良による特性向上を図ることもできる。
【００７４】
　上述したように、本発明においてはガスレーザではなく固体レーザ等の励起光源による
内部共振型波長変換を利用したレーザ光源装置である。したがって、このようにレーザア
ニール等のレーザ照射装置の光源として用いることにより、エキシマレーザ光源などより
はるかに寿命が長く、ガス交換などのメンテナンスが要らず、しかも安定であるというメ
リットを享受できる。
【００７５】
　なお、本発明のレーザ照射装置の適用技術としては、もちろん上述したようなアニール
工程に限らない。レーザ光によって熱的、電気的、化学的に材料の改質、加工、露光を行
うようなプロセスであれば構わない。たとえば、連続発振であれば、アニール以外に溶接
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、プラスチック加工（切断等）、半導体プロセスのリソグラフィー露光、ホログラム用読
み書き光源として利用可能である。パルス発振であれば、パルス幅や繰り返し周波数によ
って、アニール以外にも様々な加工（穴あけ、切断、マイクロマシニング、アブレーショ
ン加工等）に用いることができる。ビームのトップ部の熱を利用したレーザリソグラフィ
ーという手法も有効である。レーザビームを照射する物質も、金属、結晶、樹脂等々様々
なものを対象とし得る。
【００７６】
　また、上述したレーザ照射装置において、レーザ光源装置の出力光を変換波のみとする
場合においても、横マルチモードによる低コヒーレンスで安定な光を用いることから、干
渉によるノイズのないプロファイルの均一な安定で高効率なレーザ照射が可能となる。例
えばＳｉ薄膜トランジスタ、あるいはそのほか太陽電池、ＬＳＩなど半導体薄膜素子製造
におけるレーザアニールに用いる場合は、対象材料に対する変換波の波長の吸収量の大き
さを利用することに加えて、多結晶Ｓｉのサイズ均一性、移動度ばらつきの低減等の効果
が得られる。また、その他の改質、加工、露光等のプロセスに用いる場合においても同様
に安定で高効率なレーザ照射を行うことが可能となる。
【００７７】
　以上説明したように、本発明のレーザ光源装置においては、横マルチモード発振の固体
レーザ共振器内に波長変換素子を設け、横マルチモードパターンの光でレーザ媒質を励起
して発振した線状の基本波を波長変換素子に照射する。これにより、横マルチモードの線
状の変換波を出力する。その結果、下記の効果が得られる。
１．横マルチモードによる低コヒーレンスをもった変換波が得られるため、安定で、容易
にトップハット化が可能なレーザ光源装置を実現する。
２．横マルチモード発振により部品点数が少数でも安定性を実現できるので、小型なレー
ザ光源装置を作ることができる。また、部品点数が少ないため共振器中の損失が小さく高
効率なレーザ光源装置を実現することができる。
【００７８】
　また、共振器ミラーのいずれかにおいて基本波の一部を透過できるようにすることによ
って、線状の基本波と線状の変換波を同時に出力できる。その結果、下記の効果が得られ
る。
３．横マルチモードによる低コヒーレンスをもった基本波と変換波の２波長を同時に得ら
れるため、安定で、２波長の干渉がなく、容易にトップハット化可能であるレーザ光源装
置を実現する。
【００７９】
　更に、同一の共振器ミラーから基本波と変換波の両方を出力するように構成することが
できる。その結果、下記の効果が得られる。
４．出力光を、伝搬光路を同一にするための余分な光学系なしに基本波と変換波を同軸で
用いることができるようなレーザ光源装置を実現する。
【００８０】
　また、同一の共振器ミラーから出射される基本波と変換波は共振器内波長変換による横
マルチモードによる線状ビームなので、下記の効果が得られる。
５．ビームの長軸方向にはほぼ同一のビーム径で、短軸には集光位置にて変換波より大き
い基本波ビームサイズを持つようなレーザ光源装置を実現する。
【００８１】
　また、波長変換素子から共振光路に沿って発生した変換波のうち一方を一旦共振器の外
部に取り出して折返し反射部により波長変換素子に戻されて、もう一方の変換波と基本波
と共に出力されるように構成することができる。その結果、下記の効果が得られる。
６．波長変換素子で発生する高効率な変換波を、基本波、および波長変換素子で逆方向に
発生する変換波同士の干渉または位相関係を抑えて取り出し、波長変換素子から両方に発
生する変換波同士、あるいは基本波と変換波の２波長が干渉しないまたは位相関係のない
状態で用いることができる。



(18) JP 2010-16058 A 2010.1.21

10

20

30

40

50

【００８２】
　また、波長変換素子の位相整合条件を非臨界位相整合や擬似位相整合であるように構成
することによって、波長変換素子の結晶長を長くしても基本波と変換波の伝搬方向のずれ
ない、形状対称性の高いビームを持ったレーザ光源装置を実現することができる。その結
果、下記の効果が得られる。
７．長い結晶長を持った波長変換素子により高効率なレーザ光源装置を実現する。また、
伝搬方向が全くずれない基本波と変換波が出力されるので、伝搬方向ずれを補正する光学
系なしに同軸で基本波と変換波を用いることができる。さらに、形状対称性の高いビーム
によって均一性の高い基本波及び変換波を出力するレーザ光源装置を実現する。
【００８３】
　更に、レーザ媒質と波長変換素子、変換プロセスを適切に選べば基本波と変換波の波長
を選ぶことができる。その結果、下記の効果が得られる。
８．変換波の波長を２５０ｎｍ以上５５０ｎｍ以下となるような波長変換によってレーザ
光源装置を構成することができる。
【００８４】
　また、このレーザ光源装置を連続発振で構成することができる。その結果、下記の効果
が得られる。
９．出力のばらつきのないレーザ光源装置を実現することができる。
【００８５】
　更に、共振光路内にＱスイッチ素子を設ければ、パルス発振させることができる。その
結果、下記の効果が得られる。
１０．高ピークパワーをもつエキシマレーザと比べ安定、メンテナンス不要で複数波長出
力のレーザ光源装置を実現することができる。
【００８６】
　また、共振光路内に基本波とそれを波長変換素子に照射して得られる変換波による和周
波などを発生させる波長変換素子を設けることができる。その結果、下記の効果が得られ
る。
１１．第３高調波などさらに波長の短い波長変換波を出力するレーザ光源装置を実現する
ことができる。さらに、この短波長光と、基本波や変換波との複数波を出力するレーザ光
源装置をも実現できる。
【００８７】
　このような特徴をもつレーザ光源装置であるので、レーザ照射装置に用いることで、下
記の効果が得られる。
１．横マルチモードによる低コヒーレンスで安定な光を用いることから、干渉によるノイ
ズのないプロファイルの均一な安定で高効率なレーザ光源装置が得られる。これにより、
例えばＳｉ薄膜トランジスタ、あるいはそのほか太陽電池、ＬＳＩなど半導体薄膜素子製
造におけるレーザアニールにおいて、照射ビーム強度がばらつかず一定となる。その結果
多結晶Ｓｉのサイズ均一性を向上させ、粒界を減少させることによって移動度ばらつきを
低減することができ、リーク電流減少などの特性の向上を図ることができる。また、横マ
ルチモードにおける波長変換により、このばらつき低減効果を、短波長光を利用したレー
ザ照射装置にて実現できるので、対象とする物質が短波長光に対して大きな吸収をもつた
め、移動度を向上しつつばらつきも低減した特性を得ることができる。これは特性向上と
歩留向上の両方を実現することを意味する。
　特に、基本波と変換波の２波長または３波長のレーザ光を同時に照射することができ、
短波長光に対する大きな吸収を利用し、またそれらの光にも干渉や位相関係によるノイズ
がない、安定で高効率なレーザアニールなどのレーザ照射装置として利用することができ
る。他にも、Ｓｉ太陽電池の製造装置の光源、ＬＳＩ半導体薄膜の製造装置の光源等、そ
の他様々な表面改質プロセス光源、露光光源、加工光源など、種々の材料の表面処理にお
いて用いることで、特性の向上を図る効果が得られる。
【００８８】
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２．レーザ光源装置が高効率であることにより、レーザアニール装置などのレーザプロセ
ス用光源として、アニールプロセスのタクトタイム減少やスループット向上を図ることが
できる。
３．レーザアニール装置などにおける小型光源として、アニール対象であるＳｉトランジ
スタ基板などの上方に設置することが可能になったり、大面積のＳｉトランジスタ基板に
複数のレーザ光源装置を並列に用いたりすることができる。また、レーザ光源装置側を移
動することによってレーザアニールすることが可能であり、これにより大面積のＳｉトラ
ンジスタのアニールを容易にする。更に、複数光源により大面積のＳｉトランジスタのア
ニールのタクトタイム減少やスループット向上や特性向上を図ることができる。
【００８９】
４．レーザアニール装置などにおける光源として用いる際に、基本波と変換波の光軸を補
正する照明光学系が不要であり、装置の小型化、コスト低減、光路長など光学系設計に関
する自由度を得ることができる。
【００９０】
５．対象とする材料（例えばＳｉ）で吸収係数の大きい変換波長を、基本波、第２高調波
又は第３高調波である変換波から選びあるいは適切な割合で取り出してレーザアニール装
置の光源に用いることができ、効率よくアニールできる。したがって、小型で高効率、か
つ低コヒーレンスなレーザアニール装置によってアニールプロセスの特性向上、タクトタ
イム減少やスループット向上を図ることができる。
【００９１】
６．対象とする材料（例えばＳｉ）で吸収係数の比較的小さな長波長基本波により基板深
くまで加熱しながら、吸収係数のより大きい短波長の変換波によりアモルファスシリコン
などの材料に効率的に吸収させることができる。これにより、ポリシリコン（多結晶また
は微結晶シリコン）に変化、あるいは改質をさせることができる。すなわち、材料を変化
させたい箇所の周辺を基本波で穏やかに加熱することによって変換波の吸収によって発生
した熱量の散逸を防ぐことができる。その結果、効果的かつ効率的なレーザ照射装置を実
現する。
【００９２】
７．レーザアニール装置などにおけるレーザ照射装置の光源として、アニールする基板と
の間の移動について、線状ビームの長手と垂直、すなわち短軸方向に移動するように構成
することによって、次の効果が得られる。すなわち、材料の吸収係数の比較的小さな長波
長基本波により移動前後の周辺部（短軸側前後）を加熱しながら、吸収係数のより大きい
短波長変換波により材料の改質、加工などをすることができる。この場合、ビーム長軸方
向にはインテグレーターなどにより均一でビーム径がほぼ等しい基本波と変換波の照射効
果を得ることができ、ビーム短軸方向には、ビーム径が変換波の方が小さいことによって
基本波による余熱・徐冷効果を得ることができる。したがって、材料を変化させたい箇所
を基本波で余熱することによって変換波の照射後の短時間で高温にすることができる。ま
た、材料の変化後も吸収係数の小さい基本波により変化箇所の周辺を加熱し続けることが
できるので、変化させた箇所の周辺を徐令し、機械的歪みの発生を避け、結晶化プロセス
であれば大きな結晶の作製を可能にする。すなわち、材料を変化させたい箇所を比較的低
温で十分に予熱した後に短時間で高温にすることができる。あるいは、材料の変化後も吸
収係数の小さいままの基本波により変化箇所の周辺を加熱し続けることができ、変化させ
た箇所の周辺を徐令し、機械的歪みの発生を避け、結晶化プロセスであれば大きな結晶の
作製を可能にする。
【００９３】
　なお、本発明は上述の実施形態例において説明した構成に限定されるものではなく、そ
の他本発明構成を逸脱しない範囲において種々の変形、変更が可能である。
【図面の簡単な説明】
【００９４】
【図１】Ａ及びＢは本発明の実施の形態に係るレーザ光源装置の概略構成図である。
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【図２】Ａ及びＢは本発明の実施の形態に係るレーザ光源装置の概略構成図である。
【図３】Ａは本発明の実施の形態に係るレーザ光源装置からの出力光の一例のビーム形状
の模式的平面図、Ｂはビーム照射時の時間変化の一例を示す図である。
【図４】Ａ及びＢは高コヒーレンス光源を用いる場合の異なる波長の光を合波した場合の
波長の振幅変化を示す図である。
【図５】Ａ及びＢは本発明の実施の形態に係るレーザ光源装置の概略構成図である。
【図６】本発明の実施の形態に係るレーザ光源装置の概略構成図である。
【図７】本発明の実施の形態に係るレーザ光源装置の概略構成図である。
【図８】Ａ及びＢは本発明の実施の形態に係るレーザ光源装置の概略構成図である。
【図９】Ａ及びＢは本発明の実施の形態に係るレーザ光源装置の概略構成図である。
【図１０】本発明の実施の形態に係るレーザ光源装置の概略構成図である。
【図１１】本発明の実施の形態に係るレーザ光源装置の概略構成図である。
【図１２】Ａ～Ｄは本発明の実施の形態に係るレーザ照射装置の概略構成図である。
【図１３】Ａ及びＢは本発明の実施の形態に係るレーザ照射装置の概略構成図である。
【図１４】Ａ及びＢは本発明の実施の形態に係るレーザ照射装置の概略構成図である。
【図１５】Ａ及びＢは本発明の実施の形態に係るレーザ照射装置の概略構成図である。
【符号の説明】
【００９５】
　１．励起光源、２，３．コリメーター光学系、４．集光レンズ、５．共振器ミラー、６
．レーザ媒質、８．反射部、９．波長変換素子、１０．波長変換素子、１１．波長選択膜
、１２．共振器ミラー、１３．共振器外反射部、１４．集光レンズ、１５．波長変換素子
、１８．共振器外反射部、２０．パルス生成機構、３０．共振器、５０．物質、５１．基
板、５２．薄膜、６０．載置台、１００．レーザ光源装置、２００．レーザ照射装置

【図１】 【図２】

【図３】



(21) JP 2010-16058 A 2010.1.21

【図４】

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】 【図９】

【図１０】



(22) JP 2010-16058 A 2010.1.21

【図１１】

【図１２】

【図１３】

【図１４】

【図１５】



(23) JP 2010-16058 A 2010.1.21

フロントページの続き

Ｆターム(参考) 2K002 AA07  AB12  BA01  BA02  CA03  DA01  EA30  HA20  HA21  HA31 
　　　　 　　        HA32 
　　　　 　　  5F152 AA06  AA08  BB02  BB09  CE05  EE01  EE02  EE03  EE06  FF05 
　　　　 　　        FF06  FF07  FF32  FF39  FF47  FG01  FG05  FG19  FG23  FH02 
　　　　 　　        FH03 
　　　　 　　  5F172 AE03  AE09  AF02  AF06  CC06  EE15  NN04  NQ53  NQ62  NQ64 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

